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認定経営革新等支援機関各位 

福岡市博多区博多駅前 2-12-26 

MF グループ 最強経営出版社 

 

「経営改善計画書作成マニュアルブック」のご提案 

-Word・Excel 財務改善シート- 

 

拝啓 貴社ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

 今般、弊社が刊行する経営革新等支援機関向け「経営改善計画書作成マニュアルブック」のご提案

でご連絡させて頂きました。 

 コロナ後における中小企業経営においては、次のような重大なリスクが懸念、若しくは顕在化しており

ます。 

 

 売上高減少による資金繰りの悪化で借入返済不能 

 新型コロナ感染症対応資金（保証協会、公庫）の元金返済据置期間が到来 

 会社の方向性について、金融機関に対し、報告が出来ていない 

 

コロナ後の金融機関においては、経営改善計画書などの資料を提出せずとも、企業の資金繰りを支

援することを大前提に融資や返済猶予が柔軟に行われています。しかし、金融機関の本音としては、

稟議書を書くための材料として、資金繰表・受注状況（月次売上推移）・収支改善状況などは書面とし

て作成し、提出してほしいと言われています。 

また、コロナ後において借入返済の条件変更（元金返済据置や減額）を行う場合、追加融資を申請

する場合は、必ず経営改善計画書が必要になってきます。 

 

中小企業の経営改善を支援される認定支援機関の皆様に対し、以上のような企業のニーズに対応

できるマニュアルとして刊行したのが「経営改善計画書作成マニュアルブック」です。本書はＡ４判全３６

５ページの書籍、経営改善計画書フォーム Word、Excel 財務データシート（全 54 ファイル）を収納した

コンパクトディスクで構成され、「中小企業金融円滑法」をベースに作成されています。 

是非とも、この機会にご購入の検討を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。 

敬具 

【販売商品】 

書籍「経営改善計画書作成マニュアルブック」Ａ４判全３６５ページ  １冊 

コンパクトディスク「経営改善計画書フォーム Word・Excel 財務改善シート」 １枚 

 

【販売価格】 ２９，８００円 (消費税、送料込み) 

※購入は別紙購入申込書又は下記Ｗｅｂよりお申し込みください。 

 

【発行所】 最強経営出版社  

〒812-0011 

福岡市博多区博多駅前 2-12-26 

TEL：050(3479)6614  mf@sixjp.com 

 

以上、よろしくお願い致します。 

商品はﾏﾆｭｱﾙﾌﾞｯｸ 1 冊(A4 判,365P)、 

CD1 枚、中小企業･個人事業向 



事業再生、返済猶予時の金融機関との交渉方法、最適なコミュニケーションの 

取り方を解説、顧問先指導を通じて支援機関として銀行にＰＲできます 
 

中小零細企業の経営改革、改善計画書作成の為に最も重要な売上高・受注 

構造の改革方法、勘定科目毎の経費削減方法を解説しています 

支援機関が直接金融機関から顧問先紹介を得る方法を解説、 

「税務法務顧問」＋「経営改善支援」による付加価値向上も可能です 

 

決算書から今期以降５年間の予測貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー

計算書の作成、財務指標を分析するExcel財務概要自動作成ツール収納 
 

 

 

 

 

 

 
 

    

【実抜計画書大公開】～売上高半減の中小企業が復活した実際の再建事例～    

    

    

 

【Excel財務概要自動作成ツール】～財務の予測・経営課題を分析する～    

 

 

 

【金融機関交渉方法】～経営者の強いサポーターとなる～    

    

    

 

【受注構造改革】～企業の成長と発展を創造する～    

    

 

 

【金融機関から顧客紹介を得る】～経営革新等支援機関の顧問先増のチャンス～    

    

    

 

 

【購入特典】【購入特典】【購入特典】【購入特典】    

計画書作成方法や銀行交渉でわからないことがメール等で無料相談できます 

作成された計画書を守秘義務の上、無料で添削します（希望者のみ） 

顧問先への提案方法、顧問契約締結に関する質問など無料で相談できます 

尚、税務、法務に関するご相談は専門家にご相談ください 

エクセルファイル加工のご要望は可能な限り、無料で対応します 

今なら下記書籍（PDF電子版）をご購入者全員に無料進呈 

 

 

 

 

【【【【ホームーページホームーページホームーページホームーページ】】】】 

 更に詳しい資料は以下よりご請求ください 

 全ページの詳細目次、ご購入者の声を掲載しています 

 Web より購入申し込みも可能です 

 

https://www.sixjp.com/ 

書籍『金融機関を味方につける経営改善術』(A6 判､202P) 

著者：相川清、発行所：最強経営出版社、発行：2014 年 3 月 

ISBN978-4-9907601-0-6、定価 2,000 円+税 

第１章 中小企業支援が何故必要か 

第２章 ５年以内に具現化する金融機関再編 

第３章 中小企業金融円滑化法の功罪 

第４章 金融機関から顧問先紹介を得る方法 

第５章 経営改善計画書作成支援のために絶対に 

必要な実抜計画書策定とは 

第６章 伸びる企業・経営者に必要なこと 

第７章 経営改善計画書作成マニュアルブック 

『経営改善計画書作成マニュアルブック』 

—Word・Excel財務改善シート 第３版、Ａ４判３６５ページ、ＣＤ付— 

 

コロナ後の中小企業財務改善支援、金融機関対応に活用ください！ 

金融機関が納得した実際の経営改善計画書にて作成方法を解説(365ﾍﾟｰｼﾞ)､

計画書雛形と財務フォーマット(54ファイル)をＣＤに収納しています 
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経営改善計画書の作成方法 

計画フォーム解説 

実際に実抜計画と認められた計画書をベースに記載しなけれ

ばならない内容を解説、ポイントを簡潔にまとめた経営改善計

画書が作成できる 

第１２章 
２２ 

54 の Word・Excel 財務改善シー

ト収納 ※詳細次頁 

エクセル財務データ、ワード計画書、重要な金融庁資料、追

加記事、特別付録小冊子をＣＤに収納 

ＣＤ 
５４ 

予測貸借対照表（5 期）の 

作成方法 

BS 改善・債務超過解消方法、科目別 5 ヶ年予測 BS の作成

方法を解説、いかに資本を増強させるかがわかる 

第１０章 
１５ 

売上高分析･受注構造改革､ 

中長期売上高の策定方法 

自社の売上高分析、受注構造改革、中期売上高設定方法を

解説、経営改善計画で最も重要な受注構造分析と改革方法

がわかる 

第７章 
３４ 

資金繰りと損益計算書の 

作成方法、経費削減策 

資金繰りの注意点、科目別経費削減による収益改善方法を

解説、適正人件費算出、リストラ無き収益改善策立案、資金

繰り管理ができる 

第６章 
３１ 
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日次、月次資金繰表の 

作成方法 

日次、月次資金繰りの仕方、注意事項、資金繰表作成方法を

解説、資金繰りの重要性・資金需要の把握ができる 

第８章 
１２ 

受取手形割引を成功 

させる方法 

条件変更時の受取手形割引方法、与信上の注意事項を解

説、資金繰りで重要な手形割引をスムーズに行うポイントが

わかる 

第９章 
１４ 
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金融機関交渉時の対応方法、

注意点 

銀行交渉時に想定される 22 項目の対処法、金融庁の活用方

法を解説、条件変更は金融機関とのコミュニケーションが全

て、その方法がわかる 

第５章 
２６ 

円滑化法終了に伴う出口戦略と

その対応策 

法終了後の対応、資金調達成功事例、中小企業経営力強化

支援法、実抜計画作成要点を解説 

第１６章 
４７ 

条件変更時の返済方法立案 

プロラタ返済立案 

銀行別借入状況を把握し、条件変更時・再変更時の返済額

立案方法を解説、どうすれば金融機関が納得する返済額にで

きるかがわかる 

第１１章 
３０ 

返済猶予後が一番重要、 

金融機関対応時の注意事項 

条件変更後の銀行への月次報告内容とその方法、契約後の

注意事項を解説、条件変更後の金融機関対応が何故重要か

がわかる 

第１３章 
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法終了後においても重要な 

金融円滑化法の趣旨 

金融円滑化法の趣旨、条件変更の種類、金融検査マニュア

ルの概要を解説、条件変更と検査マニュアル活用方法がわ

かる 

第１章 
２６ 

条件変更のメリット・デメリット 

条件変更を行う際の注意点、新規借入・手形割引可否、再建

時の考え方を解説、社内外対応方法や改善成功に必要な経

営者思考がわかる 

第２章 
２９ 

条件変更が必要な会社とは 

どのような財務状況であれば条件変更すべきか、その際金融

機関がどうみるかを解説、現状の財務リスクの管理と分析が

できる 

第３章 
２４ 

条件変更のスケジュール 

条件変更の進め方、申請前から契約書締結までの流れを解

説、条件変更スケジュールや注意点がわかる 

第４章 
１１ 
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財務経理の基礎知識 財務、経理に関する基礎知識を解説（経営者向け） 
第１４章 

１２ 

中小企業経営について 中小企業経営に必要な要素と経営者の心構えを解説 
第１５章 

７ 

目次を見ることで知りたい内容を検索できるように上記大項目の下部に小項目を多く設けております。すぐに経営改善計画書を

作成しなければいけない場合でも「第 12 章経営改善計画書の作成方法」と CD 収納の「経営改善計画書フォーマット（雛形）」に

より作成できるようになっております。※本書は中小企業金融円滑化法をベースに作成されています。初版 2011.1 月、第 3 版 2013.4 月。 

● 経営改善計画書作成マニュアルブック（Ａ４判３６５ページ、ＣＤ付き） 第３版 目次 ● 



 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 エクセルファイル『財務概要自動作成ツール』を追加。このファイルは過去の貸借対照表、損益計算書を入力するこ

とにより、予測貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書、財務指標分析を自動計算するエクセルファイル

です（今期以降５期分）、2018 年 1 月追加。 

 経産省策定のローカルベンチマークと『財務概要自動作成ツール』をリンクさせました、2018 年 7 月追加。 

 CD 内には上記の他、金融庁等資料、PDF 電子書籍、特別小冊子、過去追加記事を収納しております（フォルダ数

10、ファイル数 176、容量 139MB） 

― 目 次 ― 
項 目                     ページ 
 

１．過去の売上高推移と経営の概要  1 
２．今期の受注状況について  2 
３．今後の収益改善計画  4 
４．借入金返済条件変更について  9 
５．経営改善計画書達成に向けて  10 
  
別冊 財務補足資料                     ページ 
売上移動年計表   1 
経営再建計画財務概要   2 
金融機関借入金明細書   3 
連続貸借対照表   4-5  
連続損益計算書   6-8 
月次計画損益計算書   9-11 
資金繰予定表   12 
給与明細書   13 
一般経費削減内容   14-15 
リース明細書   16 
試算表（ . . 現在）   17-22 
商品説明書   23-30 

(単位:千円)
前期 今期 1年後 2年後 3年後 4年後
8期 9期 10期 11期 12期 13期

2020/12/30 2021/12/30 2022/12/30 2023/12/30 2024/12/30 2025/12/30
1 現 預 金 22,179 55,145 66,980 104,250 111,036 123,554
2 売 掛 債 権 100,000 101,000 111,000 114,330 117,760 121,293
3 他 流 動 資 産 14,759 17,133 23,028 23,601 24,207 24,847
4 有 形 固 定 資 産 290,800 278,731 267,697 277,609 296,671 298,099
5 他 固 定 資 産 16,610 17,152 17,738 18,374 19,063 19,809
6 資 産 合 計 444,348 469,162 486,444 538,164 568,737 587,602
7 支 払 手 形 75,000 68,217 73,088 75,737 77,575 79,505
8 買 掛 金 5,000 4,548 4,873 5,049 5,172 5,300
9 他 流 動 負 債 12,571 13,997 15,413 15,193 18,990 31,156
10 金 融 機 関 借 入 金 267,000 276,170 250,713 258,461 236,457 198,844
11 そ の 他 固 定 負 債 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000
12 負 債 合 計 409,571 412,932 394,087 404,440 388,194 364,805
13 純 資 産 合 計 34,777 56,230 92,357 133,724 180,543 222,797
14 負 債 純 資 産 合 計 444,348 469,162 486,444 538,164 568,737 587,602
15 自 己 資 本 比 率 7.8% 12.0% 19.0% 24.8% 31.7% 37.9%
16 売 上 高 600,000 606,000 666,000 685,980 706,559 727,756
17 売 上 総 利 益 177,020 221,273 253,801 258,842 269,056 279,370
18 売 上 総 利 益 率 29.5% 36.5% 38.1% 37.7% 38.1% 38.4%
19 販 売 管 理 人 件 費 139,320 120,400 132,440 132,440 132,440 132,440
20 販 売 一 般 経 費 124,084 78,161 84,347 84,099 85,170 86,824
21 販 売 管 理 費 263,404 198,561 216,787 216,539 217,610 219,264
22 営 業 利 益 -86,384 22,711 37,014 42,303 51,447 60,106
23 経 常 利 益 -87,764 21,523 36,198 41,439 50,719 59,613
24 償 却 前 当 期 利 益 -74,635 33,521 47,161 51,456 57,756 54,826

↓条件変更前
25 期 末 借 入 残 高 267,000 276,170 250,713 258,461 236,457 198,844

月返済額合計(既存) 2,643 0 1,955 1,584 1,252 2,552
月返済額合計(新規) 166 166 582 582 582

27 A銀行 150,000 159,170 143,996 131,322 120,893 101,693
56.180% 1,250 166 1,265 1,056 869 1,600

28 B都銀 70,000 70,000 63,848 58,864 54,926 46,896
26.217% 833 0 513 415 328 669

29 C銀行 20,000 20,000 18,242 16,818 15,693 13,399
7.491% 238 0 146 119 94 191

30 D信金 17,000 17,000 15,506 43,047 37,099 30,157
6.367% 202 0 125 517 496 579

31 日本公庫 5,000 5,000 4,561 4,205 3,923 3,350
1.873% 60 0 37 30 23 48

32 E銀行 5,000 5,000 4,561 4,205 3,923 3,350
1.873% 60 0 37 30 23 48

※金融機関名の下段は借入残高比率、その右欄は月返済額
33 有利子負債/CF -3.6倍 8.2倍 5.3倍 5.0倍 4.1倍 3.6倍

34 財務改善概要 黒字転換 返済再開 条件変更
前返済額

26

経営改善計画財務概要表
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CD 収納データファイル 

（サンプル、一部抜粋） 

● 経営改善計画書フォーマットＣＤ内収納「Word・Excel財務改善シート」一覧・サンプル ● 



 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により、中小企業に対する保証協会保証付き、日本公庫の融資が大幅に増

加し、元金返済据置期間が到来しております。既存借入金の条件変更、返済猶予に関しては、平成 21 年 12 月

4 日に施行された「中小企業金融円滑化法」が平成 25 年 3 月末法終了後、現在においても実質的には継続運

用されており、今回のコロナ禍で更により柔軟な運用がなされています。 

 

金融庁は「新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受ける中小企業を支援するため「民間金融機関に対し、

貸し出しの金利を下げ、返済期間を猶予するなどの条件の変更を求める」と要請した。企業の事務負担を減ら

すため、金融機関に提出する書類を簡素化することも求めた」（令和 2 年 3月 20 日経新聞電子版）と報道され

たように、現時点における金融機関の返済猶予に対する対応は以下の通りとなっています。 

 

【条件変更・新規融資等の対応】 

 事業者からの条件変更等の相談があった場合には、審査を行うことなく、まずは、３ヶ月の元金据置ない

し期限延長を実施 

 事業者からの相談を受け、これまでの事業実績の評価に基づき、今後も事業を継続させていくため、１年

間の元金据置・期限延長を実施 

 受注が大幅に減少した事業者に対し、積極的な支援策としてまず１年間の元金据置を実施。将来の資金面

の見通しがついた時点で、見通しに合わせ返済期限を柔軟に延長予定 

 返済財源等に見通しが立たない場合に、一旦、６ヶ月程度の短期資金の貸出で対応し、その間に資金面・

事業面でどの様な対応策が考え得るか、事業者とともに検討 

 ２年以内の元金据置であれば案件問わずに支店長専決権限として、条件変更を実行 

 

【書面等の省略・簡素化】 

 融資実行にあたり、資金収支の状況など必要な情報についての資料がそろっていなくても、聞き取り・ヒ

アリングで足ることとする 

 条件変更について柔軟に対応することとし、必要な事業計画等の書類については、業況が落ち着いてから

後々でよいとの取扱いとする 

 新たな資料・データを求めず、原則、過去に提出を受けたデータ等により融資や条件変更等の可否を判断

し、確認が必要な情報についても、すぐに提出が可能な直近のデータ等のみで対応する 

 

引用：金融庁「新型コロナウイルス感染症を踏まえた金融機関の対応事例」令和 2 年 4 月 20 日、5 月 22 日公表資料 

 

 

以上のように、コロナ禍以降の中小企業の資金繰りは厳しい状況となっており、それに対する金融機関等の

対応は柔軟なものとなっています。また、経営革新等支援機関の皆様におかれましても、顧問先企業の資金繰

りや金融機関対応の相談など奔走されていることと思います。 

 

上記の金融庁資料にありますように、コロナ禍以降経営改善計画書などの資料を提出せずとも、企業の資金

繰りを支援することを大前提に融資や返済猶予が柔軟に行われています。 

しかし、コロナ後においては、３ヶ月から１年間の返済猶予期間終了後や保証協会保証付きや公庫融資の元

金返済開始時に条件変更をする場合には、経営改善計画書（実抜計画）の提出を求められることが徐々に増え

てきていますので、金融機関からの要求を待たずに提出することが重要となるでしょう。 

そのような先手先手の支援を行われている認定支援機関様の中小企業経営改善支援に本マニュアルを活用

頂ければ幸いでございます。 

 

また、コロナ後においても厳しい経営環境では経営改善計画どころではないという経営者もおられると思い

ますが、このような厳しい環境だからこそ、冷静になって自社を振り返り、経営に対する想いを書面にするこ

とも必要ではないかと思います。そのような経営者の一助に本書がお役に立てれば幸いでございます。 

 

ご多忙のところ、当社のご案内をお読み頂き、感謝申し上げます。 

ＭＦグループ 最強経営出版社 

 



最強経営出版社　宛て

西暦 月 日

ＦＡＸ：０９２（９８５）４７２９ＦＡＸ：０９２（９８５）４７２９ＦＡＸ：０９２（９８５）４７２９ＦＡＸ：０９２（９８５）４７２９ 記入日：

ai@sixjp.com

下記商品の購入を申込みます。

購入商品名

決済方法

（いずれかに○）

※レターパック郵便のため必ずご記入下さい

商品送付先住所

お振込金額

「経営改善計画書作成マニュアルブック」　購入申込書「経営改善計画書作成マニュアルブック」　購入申込書「経営改善計画書作成マニュアルブック」　購入申込書「経営改善計画書作成マニュアルブック」　購入申込書

step1:下記必要事項（赤字部分）を記入し、上記Ｆａｘ又はメール ( ai@sixjp.com ) ( ai@sixjp.com ) ( ai@sixjp.com ) ( ai@sixjp.com ) にてお申込み下さい

step2:商品到着後、下記記載のいずれかの決済方法にて代金決済下さい

※支援機関様限定の料金後払い制となっております、商品到着後に代金決済できます

「経営計画書作成マニュアルブック」

「経営計画書フォームWord、Excel財務データ　ＣＤ」

銀行振込　　　・　　　郵便振替　　　・　　　代金引換　　　・　　　クレジットカード

購入者名・送付宛先

（法人名又は個人名）

※送付先が法人の場合、法人名・部署・お名前もお書き下さい

【銀行振込】商品到着後、５営業日以内に代金振込先にご入金下さい（請求書同封します）

【郵便振替】商品到着後、５営業日以内にゆうちょ銀行より振込下さい（振込書同封します）

【代金引換】本申込書受領後、日本郵便の代金引換にて発送します（手数料当社負担）

【クレジットカード】商品発送後メールにてクレジット請求書送付しますので、決済下さい。

　　　　　　　　　　必ず下記にメールアドレスをお書きください

郵便番号 電話番号

メールアドレス

※商品発送連絡、追加記事等の情報を受信するメールアドレスを必ずお書き下さい

振込人名

（カタカナ）

※銀行振込・郵便振替の場合、口座での入金確認のため振込人名をカタカナでお書き下さい

ＦＡＸ：０９２（９８５）４７２９ＦＡＸ：０９２（９８５）４７２９ＦＡＸ：０９２（９８５）４７２９ＦＡＸ：０９２（９８５）４７２９

福岡市博多区博多駅前2-12-26-７F

ＭＦグループ　最強経営出版社

Tel:050(3479)6614

当社記入欄(D)

　販売価格　２９，８００円　（消費税、送料込み）

　※振込手数料はお客様にてご負担お願い致します

※赤字部分全てご記入されているか再度ご確認下さい

※レターパック郵便の品名は、「マニュアル書籍」にてお送りします

※本書受領時確認のメールをお送りしていますが、２日以上連絡メールがない場合はＦａｘ未達もありますので、再度

Ｆａｘお願い致します

※ホームページでは料金前払い制となっていますので、HPからお申し込みの場合はフォーム内「連絡事項」に「認定

支援機関」とご記入下さい

＜通信欄＞連絡事項や配送方法についてご要望等ございましたらお書き下さい

※本商品の返品は本商品のコンパクトディスク（CD）を開封前、且つ本商品がお客様に着荷後７日以内とします。着荷後７日以内であっても、印刷物

の汚損、折り曲げ、破損がある場合、CDを開封した場合は返品の受付は致しませんので、ご了承下さい

※本申込書に記載の事項は、本書発送・経営情報配信以外には使用致しません


